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平成 29 年 12 月 11 日 

各 位 

会 社 名  株式会社 南  陽   

代表者名  取締役社長 武内英一郎  

  （コード番号:7417 東証第二部・福証） 

問合せ先  取締役管理本部長兼   

経営企画室長 篠崎 学 

ＴＥＬ  092－472－7331    

 

東京証券取引所市場第二部への上場に伴う当社決算情報等のお知らせ 

 

当社は、本日、平成 29 年 12 月 11 日に東京証券取引所市場第二部へ上場いたしました。

今後とも、なお一層のご指導ご鞭撻を賜りますよう、よろしくお願い申し上げます。 

 なお、平成 30 年３月期（平成 29 年４月１日～平成 30 年３月 31 日）における当社グル

ープの業績予想は下記のとおりであり、また、最近の決算情報等につきましては別添のと

おりであります。 

 

 

記 

 

【連結】 

（単位：百万円、％） 

決算期 

 

 

 

 

項目 

平成 30 年３月期 

(予想) 

平成 30 年３月期 

第２四半期 

累計期間 

(実績) 

平成 29 年３月期 

(実績) 

 対 売 上

高 比 率 

対 前 期

増 減 率 

 対 売 上

高 比 率 

 対 売 上

高 比 率 

売 上 高 35,000 100.0 9.9 17,460 100.0 31,836 100.0 

営 業 利 益 2,100 6.0 9.4 1,120 6.4 1,919 6.0 

経 常 利 益 2,200 6.3 7.9 1,225 7.0 2,038 6.4 

親会社株主に帰属

する当期(四半期)

純 利 益 

1,400 4.0 4.7 805 4.6 1,337 4.2 

1 株当たり当期

(四半期)純利益 
219 円 86 銭 126 円 44 銭 209 円 98 銭 

1 株当たり配当金 

58 円 00 銭 

普通配当（55円 00 銭） 

記念配当 （3円 00 銭） 

15 円 00 銭 53 円 00 銭 
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【平成 30年３月期業績予想（連結）の前提条件】 

 

（当社グループ全体の見通し） 

 平成 30年３月期におけるわが国経済は、米国、中国を始めとした世界経済の持ち直しに

より、企業の生産活動は好調に推移し、設備投資についても回復基調となりました。また、

人手不足を背景とした、雇用・所得環境の改善を受けて、個人消費も堅調に推移したこと

から、わが国経済は緩やかな回復が継続することが予想されます。しかしながら、海外の

政治問題を始めとした地政学的リスクが顕在化することにより、金融、為替市場の混乱、

経済活動への影響も避けられないことから、今後の動向については注視する必要がありま

す。 

このような状況の中、平成 30 年３月期第２四半期連結累計期間の業績につきましては、

電子部品・半導体やロボットに関わる企業の生産活動が高水準で推移する中、産業機器事

業において生産部品・消耗部品の販売が好調に推移したことにより、売上高は 17,460 百万

円（前年同期比 14.0％増）、営業利益は 1,120 百万円（前年同期比 5.5％増）、経常利益は

1,225 百万円（前年同期比 9.1％増）、親会社株主に帰属する四半期純利益は 805 百万円（前

年同期比 16.7％増）となりました。 

平成 30 年３月期の通期業績につきましては、第２四半期連結累計期間の業績を踏まえ、

平成 29 年 10 月 20 日に業績予想の修正を公表しております。第２四半期連結累計期間の売

上高進捗率につきましては、49.9％となっておりますが、引き続き産業機器事業において

生産部品・消耗部品の販売が好調に推移するとともに、九州北部豪雨等の災害復旧工事も

本格化することから、売上高は 35,000 百万円（前期比 9.9％増）、営業利益は 2,100 百万円

（前期比 9.4％増）、経常利益は 2,200 百万円（前期比 7.9％増）、親会社株主に帰属する当

期純利益は 1,400 百万円（前期比 4.7％増）を見込んでおります。 

 

（売上高） 

建設機械事業の第２四半期連結累計期間の売上高は、９月以降、一部の建設機械につい

て排ガス規制が強化されたため、規制強化前の駆け込み需要が旺盛だったこともあり、前

年同期比 7.7％増の 6,346 百万円となりました。通期の売上高につきましては、レンタル部

門は熊本地震や九州北部豪雨等の復旧工事が継続することから好調に推移する見通しであ

りますが、販売部門は排ガス規制強化に伴い、駆け込み需要の反動により新車販売におい

ては買い控えが予想され、中古機械の販売強化に努めるものの、前期比 2.1％減の 12,400

百万円を計画しております。 

 産業機器事業の第２四半期連結累計期間の売上高は、車載用半導体やスマートフォン関

連の好調な生産に支えられ、電子部品・半導体業界を中心に設備投資が好調に推移し設備

機械の販売が増加するとともに、ロボット関連業界の生産が高水準で推移したことにより、

生産部品・消耗部品の販売も増加したことから、前年同期比 18.5％増の 10,910 百万円とな

りました。通期の売上高につきましては、引き続き車載用半導体やスマートフォン、ロボ

ットの生産は好調を持続することが見込まれることから、前期比 18.4％増の 22,200 百万円

を計画しております。 

 砕石事業の第２四半期連結累計期間の売上高は、民間の大型プロジェクトと災害復旧工

事が一巡し、官需、民需ともに全体の工事量が減少したことにより、前年同期比 4.9％減の

203 百万円となりました。通期の売上高につきましては、市場環境については大きな変化は

見られず厳しい状況が続くことから、前期比 4.3％減の 400 百万円を計画しております。 

 以上の根拠をもって、売上高は 9.9％増の 35,000 百万円を計画しております。 
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（売上原価、売上総利益） 

売上原価に関しましては、全体で 1.2 ポイントの原価率上昇を見込んでおります。主た

る要因は、産業機器事業においては、原価率は前期とほぼ横ばいを見込んでおりますが、

建設機械事業においては、前期はクレーンレンタルの取扱いを終了し、償却が終了した機

械を販売したことにより、建設機械事業の原価率を押し下げておりましたが、当期はこの

特殊要因が剥落するため建設機械事業の原価率が上昇するためであります。 

この結果、売上原価は前期比 11.6％増の 29,030 百万円、売上総利益は前期比 2.4％増の

5,970 百万円を計画しております。 

 

（販売費及び一般管理費、営業利益） 

 販売費及び一般管理費に関しましては、前期については、給与水準の向上と、過去最高

の当期純利益を計上する等好調な業績を反映させて賞与を積み増しましたが、当期はこれ

らの費用が通常の状態となることから人件費は前期比1.9％減の2,510百万円を計画してお

ります。その他の費用においては、前期に発生した企業買収に伴う費用の 53 百万円が生じ

ないものの、上場関連費用として 30 百万円計画しております。したがって、全体では前期

比 1.1％減の 3,870 百万円を計画しております。 

この結果、営業利益は前期比 9.4％増の 2,100 百万円を計画しております。 

 

（営業外収益・費用、経常利益） 

営業外収益に関しましては、過去の実績を作成基準とし、毎期恒常的に発生し、当期に

おいても確実に収益が見込まれるものについて計画しており 170 百万円を見込んでおりま

す。具体的には受取利息を 17 百万円、受取配当金を 21 百万円で計画しており、その他の

営業外収益を 132 百万円計画しております。 

営業外費用に関しましては、支払利息については、借入金及びリース債務の減少を反映

させて 40百万円を計画し、その他の費用としては為替変動リスクに鑑み為替差損を含め営

業外費用トータルでは 70百万円を計画しております。 

この結果、経常利益は前期比 7.9％増の 2,200 百万円を計画しております。 

 

（特別損益、親会社株主に帰属する当期純利益） 

特別損益に関しましては、固定資産売却による利益を 1 百万円計画しております。法人

税等につきましては、法人税等調整額を含め実効税率は 36.4％を計画しております。 

この結果、親会社株主に帰属する当期純利益は前期比 4.7％増の 1,400 百万円を計画して

おります。 

 

【業績予想に関するご留意事項】 

本資料に記載されている業績予想等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報

及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際の業績は様々な要因によっ

て異なる場合があります。 

 

以 上 
























